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病院経営を考える上では，看護管理者の経営的視点はなくてはならないものである．
その中で，診療報酬改定は臨床現場にさまざまな変化をもたらすことから，看護管理

者は診療報酬制度の理解と改定内容への対応が重要となる．２０１６年４月の診療報酬改定では，退
院支援に向けた体制が評価され「退院支援加算」が新設され，退院支援担当者の病棟配置と他の
保健医療機関や介護サービス事業所との連携が退院支援加算１の要件となった．
国立病院機構熊本医療センターでは，育児支援制度を利用し子育てと仕事を両立する看護職員

が年々増加しており，子育て中の看護職員の多くは，育児時間や育児短時間休業を利用している
ためフルタイムでの勤務ができない状況であった．そこで，子育て中の看護師を専任の退院支援
担当者として選出し，入院時から在宅療養支援を行う体制を整備した．今までは，短時間勤務を
理由に役割を担う業務は敬遠しがちであったが，退院支援を専任化したことで退院支援業務の質
問や問題提起が活発になり，子育て中の看護師が病棟の看護師へ指導するようになった．制約さ
れた勤務時間の中で効率的に活動し，役割を十分に果たすことができた．その結果，退院支援関
連の算定が増加し経営的にも効果がみられた．この取り組みを通して，退院支援担当者の役割意
識が醸成され，個々のモチベーションが向上した．
退院支援担当者の専任化は，２０１６年診療報酬改定に合わせて配置したが，６年前から在宅療養

支援に看護部として取り組み，スタッフに定着させていたことが成功要因である．
今何をすべきか，何が必要か考え，方針を示すことが看護管理者には必要であり，確実に行動

に移す行動力が重要と考える．先を見通す力を身に付け，適切に判断できることが経営的な視点
の育成につながる．
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でき

取り組みの目的

実 践 経 過

熊本医療センターでは，育児支援制度を利用する
看護職員が年々増加し，育児休業復帰後の夜勤実施
率は平成２５年度１３．６％から平成２８年度２．５％に低下
した．育児時間，育児短時間休業の利用者が増加し，
平成２５年度３２名から平成２８年度８２名となった．診療
報酬改定を機に，退院支援加算の要件である入院早
期からのスクリーニング，患者・家族との面談，カ
ンファレンスの実施（４者），介護支援連携の強化
を推進し，入院時から在宅療養支援を行う体制を整
備することを目的に，各病棟の子育て中の職員の新
たな役割として専任の「退院支援担当者」として選
出し活動を開始した．

１．在宅療養支援の取り組み
熊本医療センターにおける在宅療養支援は，平成

２２年に退院支援担当者会議を看護部の委員会として
設置し，退院支援マニュアル作成，スクリーニング
シートの記載徹底や退院支援カンファレンス開催，
ケアマネージャーとの連絡方法に関する勉強会など，
毎月の会議を中心に計画的に取り組んできた．

２．退院支援担当者専任化に向けた準備
２０１６年診療報酬改定の動向を受けて，平成２８年２
月に看護部の年間目標として「在宅療養支援の強
化」を盛り込み，退院支援加算１の取得に向けた取
り組みを開始した．しかし，算定要件である過去１
年間の介護支援連携指導料の算定回数（対象病床数
×０．１５）が必要件数７５件に達しておらず，この時点
では２３件（平成２７．４―平成２８．１実績）だった．３
月の看護師長会議で退院支援担当者の専任化を発表
し，退院支援加算の算定要件の説明，担当業務の具
体化とフローチャート，マニュアルの作成を行った．
また，管理診療会議でも退院支援担当者の専任化に
ついて看護部から説明し，グリーンのネーム着用を
周知した．
平成２８年４月，各病棟へ退院支援担当者が専任で
配置されたことから，退院支援担当者会議を「在宅
療養支援リンクナース会議」へ名称変更し，専任を
「グリーンナース」としてリンクナースと協働して
在宅療養支援を実施する体制とした（図１）．

３．退院支援担当者の活動
病棟単位で活動する退院支援担当者の情報交換，
業務内容の徹底，問題解決を目的に連絡会を年に４
回企画した．４月の第１回退院支援担当者連絡会議
で業務内容の説明，スクリーニング，支援対象の抽
出について確認した結果，入院患者の半数が救急入

図１ 在宅療養支援に関する役割分担
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月

結果・考察
院であることから転棟患者を継続して介入するため
の方法が課題となった．病棟間で共有するフォルダ
に支援対象者の抽出シート（Excel）を作成するこ
とで，病棟を移動しても継続して介入する対策をと
った．
専任化２カ月が経過し，ケアマネージャーとの連

携数が増加し６月から退院支援加算１の要件を満た
した（図２）．しかし，病棟間で担当者の活動内容
に差が生じており，病棟の看護業務を割り振られ退
院支援業務ができない，在宅療養支援に関する知識
が不足し対応に困っている現状がわかった．対策と
して，退院支援業務の時間確保について看護師長会
議で周知し，在宅療養支援に関する学習を６月から
開始した．
また，在宅への退院困難な患者が増加し５月の在

宅復帰率が７９．９％と低下した．熊本地震の影響も考
えられたが，同じ医療圏の三次救急病院では在宅復
帰率の低下はなく，転院調整した患者が在宅復帰率
低下の要因と考えられた．対策として，在宅復帰率
の考え方を見直し転院調整する場合のフローを提示
した．在宅復帰率にカウントできる転院先や施設の
一覧を作成し，診療科別の在宅復帰率を追加したこ
とで，タイムリーに医師と情報共有できるようにな
った．その結果，翌月より在宅復帰率が改善した（図
３）．

退院支援担当者を専任化した結果，退院支援加算
の要件である入院早期からのスクリーニング，患
者・家族との面談，カンファレンスの実施，介護支
援連携を確実に実施し，入院時から在宅療養支援を
行う体制が整った．在宅復帰率も８５％以上を維持で
きるようになり，退院支援加算２（１９０点）から退
院支援加算１（６００点）の上位取得ができた．また，
退院支援加算は前年度の月平均２６５件が３２５件と増加，
介護支援連携指導料は月平均３．５件から５０．９件と大
幅に増加し，診療報酬上も効果がみられた（図４）．
この取り組みによる成果は経営面だけに限らず，
退院支援担当者の変化であった．今まで，子育て中
の看護師には委員会や会議参加，研修参加が制約さ

ちゅうちょ

れ，看護管理者としても役割を任せることに躊躇
していた．しかし，専任として退院支援の役割を担
ったことで責任感が芽生え，質問や問題提起が活発
になり，自信を持ってケアマネージャーと情報交換
する場面が増えていった．学習会で学んだことをす
ぐに活かし，病棟の看護師へ指導する場面もみられ
るようになった．さらに，支援数や算定結果をデー
タで毎月示したことで，自分たちの活動（看護）が
経営に貢献できたことを実感することができた．活
動当初は，確実な介入により算定を伸ばすことを目
標にしていたが，連絡会で介入事例を報告するなど
算定件数増加から退院支援の質向上へと視点が変化

図２ 介護支援連携指導料算定件数（ケアマネージャーとの連携）
※退院支援加算１：過去１年間の介護支援連携指導料の算定回数 対象病床数×０．１５
熊本医療センターの場合は７５件
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平成 平成平成平成

ま と め
してきた．このような行動の変化から，退院支援担
当としての役割意識が醸成され，個々のモチベーシ
ョンが向上したと考える．
子育て中の看護師は，制約された勤務時間ではあ

るが効率的に活動し，自ら看護師として成長するこ
とができたと評価する．

育児支援制度を利用する看護師に退院支援担当者
としての役割と活動の機会を与えたことで，スタッ
フは成長し主体的に考え行動できるように変化した．
退院支援担当者の専任配置は，診療報酬改定に合わ

図３ 在宅復帰率の推移

図４ 退院支援加算算定件数
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せた対応だけではなく，在宅療養支援を見据えた活
動を看護部として早期に開始し，スタッフに定着さ
せていたことが成功要因である．このことから，看
護管理者の経営的視点の育成には「先見の明」を持
つことが重要であり，今何をすべきか，何が必要か
考え，方針を示し確実に行動に移すことが重要であ
る．

〈本論文は第７１回国立病院総合医学会シンポジウム「こ
れからの看護管理者育成を考えるⅡ －経営的視点を
育てるには（自己の経験より）－」において，「病棟に
専任の退院支援担当看護師を配置して～熊本医療セン
ターの取り組み～」として発表した内容に加筆したも
のである．〉

著者の利益相反：本論文発表内容に関連して申告な
し．
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